
  

2 0 2 5 年 1 1 月 2 1 日 

みどり生命保険株式会社 

 

 

２０２５年度第２四半期業績のお知らせ 

 

みどり生命保険株式会社の 2025 年度第 2 四半期(4 月 1 日～9 月 30 日)の業績につ

き、別紙のとおりお知らせいたします。 

 

 

主要業績指標 2025 年度第 2 四半期 

契約高 

 保有契約高 262,078 百万円 

 新契約高 17,876 百万円 

年換算保険料 

 保有契約 14,562 百万円 

 新契約 1,129 百万円 

保険料等収入 7,704 百万円 

事業費 1,619 百万円 

第 2 四半期純利益 342 百万円 

総資産 75,743 百万円 

基礎利益 326 百万円 

ソルベンシー・マージン比率 3,262.0％ 

 

 

以 上 

 

 

お問い合わせは、次にお願いいたします。 

東京都台東区東上野３－１８－７ 

みどり生命保険株式会社 

TEL：03-5902-3962（企画部）



  

2 0 2 5 年 1 1 月 2 1 日 

み ど り 生 命 保 険 株 式 会 社 

 

 

 

 

 

 

みどり生命（社長：豊福和人）の 2025 年度第 2 四半期（4 月１日～9 月 30 日）の業績

は添付のとおりです。 
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１．主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高 

・保有契約高                      （単位：千件、百万円、％） 

区  分 

２０２４年度末 
２０２５年度 

第２四半期（上半期）末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

   
前年度 

末比 
 

前年度 

末比 

個人保険 282 2,628 283 100.5 262,055 99.7 

個人年金保険 ─ ─ 0 ─ 23 ─ 

団体保険 ─ ─ ― ― ─ ─ 

団体年金保険 ─ ─ ― ― ─ ─ 

（注）１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時におけ

る年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。 

２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。 

 

 

・新契約高                                （単位：千件、百万円、％） 

区分 

２０２４年度 

第２四半期（上半期） 

２０２５年度 

第２四半期（上半期） 

件 数 金 額 件 数 金 額 

  新契約 
転換による

純増加 
 

前年 同

期比 
 

前年 同

期比 
新契約 

転換によ

る純増加 

個 人 保 険 17  17,416 17,416 ─ 16 95.2 17.876 102.6 17,876 ─ 

個人年金保険 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

団 体 保 険 ― ─  ― ― ─ ─ ─ ─ ― 

団体年金保険 ― ─  ― ― ─ ─ ─  ― 

（注）１．件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。 

２．新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。 

３．新契約の団体年金保険の金額は第１回収入保険料です。 

 



 2 

（２）年換算保険料 

・保有契約                      （単位：百万円、％） 

区  分 ２０２４年度末 

２０２５年度 

第２四半期 

（上半期）末 

 

前年度 

末比 

個 人 保 険 14,129 14,561 103.1 

個 人 年 金 保 険 ─  0 ─ 

合 計 14,129 14,562 103.1 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
─  

─  ─ 

 

 

・新契約                        （単位：百万円、％） 

区  分 
２０２４年度 

第２四半期（上半期） 

２０２５年度 

第２四半期（上半期） 

 

前年 

同期比 

個 人 保 険 1,051 1,129 107.4 

個 人 年 金 保 険 ─  ─  ─  

合 計 1,051 1,129 107.4 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
─  ─  ─  

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり

の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。 

２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給

付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、

介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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２．一般勘定資産の運用状況     

 

（１）運用環境   

日本経済は、米国の通商政策による影響がみられるものの、緩やかな回復となりました。一

方で物価高や地政学リスクを含め、世界経済を取り巻く環境は依然として不透明なものになっ

ています。日経平均は、景気回復への期待感等から、大きく上昇しました。国内 10 年物国債

利回りは、金融政策が金利引上げ方向にあること、財政規律への懸念等から、一時 1.7％程度

まで上昇しました。 

 

（２）運用方針   

負債特性に応じた確定利付資産の買入により、金利リスクの抑制を行いつつ安定収益の確

保、運用収益の向上を図っています。また、金利上昇の環境に対応し、現預金から確定利付債

券への投資を進めています。不動産投資においては、稼働率の向上および賃料収入の維持拡

大に努めております。 

 

（３）運用実績の概況 

上半期は、有価証券の残高は国債を中心に 59億円増加し、現預金残高は 20億円減少しまし

た。運用収益は、有価証券の利息配当金収入が前年同期と比べ 76 百万円増加の 391 百万円、

不動産賃貸料は、5百万円減少の 238 万円となりました。運用費用は 2百万円減少の 182百万

円となり、資産運用関係収支は前年比で 90 百万円増加の 495 百万円となりました。 
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３．資産運用の実績（一般勘定） 

（１）資産の構成             

 
 

（２）資産の増減                      

 

（単位：百万円、％）

区　　　　分
2024年度末

2025年度
第2四半期（上半期）末

金　　額 占率 金　　額 占率

12,414 17.2 10,395 13.7

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

500 0.7 500 0.7

52,702 73.1 58,644 77.4

46,633 64.7 52,532 69.4

0 0.0 0 0.0

1,508 2.1 1,508 2.0

公 社 債 1,500 2.1 1,500 2.0

株 式 等 8 0.0 8 0.0

4,560 6.3 4,603 6.1

― ― ― ―

3,835 5.3 3,488 4.6

21 0.0 9 0.0

2,617 3.6 2,709 3.6

△2 △0.0 △3 △0.0

72,089 100.0 75,743 100.0

― ― ― ―

（注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。

金 銭 の 信 託

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支 払保 証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

う ち 外 貨 建 資 産

有 価 証 券

公 社 債

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

株 式

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

（単位：百万円）

区　　　　分
2024年度

第2四半期（上半期）
2025年度

第2四半期（上半期）

△598 △2,019

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

4,024 5,942

4,009 5,899

― ―

△22 △0

公 社 債 ― ―

株 式 等 △22 △0

37 42

― ―

△42 △347

― △11

86 91

△0 △0

3,468 3,654

― ―

（注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。

う ち 外 貨 建 資 産

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

金 銭 の 信 託

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券
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（３）資産運用収益                       （単位：百万円） 

区   分 
２０２４年度 

第２四半期（上半期） 

２０２５年度 

第２四半期（上半期） 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 561 637 

 預 貯 金 利 息 2 6 

 有価証券利息・配当金 314 391 

 貸 付 金 利 息 ― ― 

 不 動 産 賃 貸 料 244 238 

 そ の 他 利 息 配 当 金 ― ― 

商 品 有 価 証 券 運 用 益 ― ―  

金 銭 の 信 託 運 用 益 9 13 

売買目的有価証券運用益 ― ― 

有 価 証 券 売 却 益 ― ― 

 国 債 等 債 券 売 却 益 ― ― 

 株 式 等 売 却 益 ―  ― 

 外 国 証 券 売 却 益 ― ― 

 そ の 他 ― ―  

有 価 証 券 償 還 益 0 ― 

金 融 派 生 商 品 収 益 ― ― 

為 替 差 益 ― ― 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ― ― 

そ の 他 運 用 収 益 18 27 

合     計 589 677 

 

 

（４）資産運用費用                              （単位：百万円） 

区   分 
２０２４年度 

第２四半期（上半期） 

２０２５年度 

第２四半期（上半期） 

支 払 利 息 0 0 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 ― ― 

金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ― 

売買目的有価証券運用損 ― ― 

有 価 証 券 売 却 損 ― ― 

 国 債 等 債 券 売 却 損 ―  ― 

 株 式 等 売 却 損 ― ― 

 外 国 証 券 売 却 損 ― ― 

 そ の 他 ― ― 

有 価 証 券 評 価 損 ― ― 

 国 債 等 債 券 評 価 損 ― ― 

 株 式 等 評 価 損 ― ― 

 外 国 証 券 評 価 損 ― ― 

 そ の 他 ― ― 

有 価 証 券 償 還 損 ― ― 

金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―  

為 替 差 損 ― ― 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ― 

貸 付 金 償 却 ― ― 

賃貸用不動産等減価償却費 41 40 

そ の 他 運 用 費 用 142 141 

合     計 184 182 
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（５）売買目的有価証券の評価損益                   

該当事項がないため記載を省略しております。 

 

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外） 

 

 

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区  分 ２０２４年度末 
２０２５年度 

第２四半期（上半期）末 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 ― ― 

そ の 他 有 価 証 券 0 0 

 

国内株式 0 0 

外国株式 ― ― 

その他  ― ― 

合  計  0 0 

 

 

(単位：百万円)

差　益 差　損 差　益 差　損

48,133 39,920 △ 8,212 32 8,245 54,032 43,345 △ 10,686 21 10,708

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

4,080 4,568 488 488 0 4,080 4,611 531 531 0

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

8 8 △ 0 ― 0 8 8 △ 0 ― 0

公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株 式 等 8 8 △ 0 ― 0 8 8 △ 0 ― 0

4,071 4,560 488 488 ― 4,071 4,603 531 531 ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

52,213 44,489 △ 7,724 521 8,245 58,112 47,957 △ 10,154 553 10,708

46,633 38,507 △ 8,125 32 8,158 52,532 41,930 △ 10,601 21 10,623

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1,508 1,421 △ 87 ― 87 1,508 1,423 △ 84 ― 84

1,500 1,412 △ 87 ― 87 1,500 1,415 △ 84 ― 84

8 8 △ 0 ― 0 8 8 △ 0 ― 0

4,071 4,560 488 488 ― 4,071 4,603 531 531 ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

帳簿価額 時価
差　損　益

帳簿価額 時価
差　損　益

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

責 任 準 備 金 対 応 債 券

区　　分

２０２４年度末
２０２５年度

第２四半期（上半期）末

そ の 他

公 社 債

株 式

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

合 計

満 期 保 有 目 的 の 債 券

そ の 他

子会社・関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券
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（７）金銭の信託の時価情報                                      （単位：百万円） 

区  分 

２０２４年度末 ２０２５年度第２四半期（上半期）末 

貸借対照表 

計 上 額 時 価 

差損益 貸 借 対 照 表 

計 上 額 時 価 
差損益 

 差 益 差 損  差 益 差 損 

金銭の信託 500 500 ─ ─ ─ 500 500 ─ ─ ─ 

 

 

・運用目的の金銭の信託                                        （百万円） 

区  分 

２０２４年度末 ２０２５年度第２四半期（上半期）末 

貸借対照表計上額 
当期の損益に含まれた 

評 価 損 益 
貸 借 対 照 表 計 上 額 

当期の損益に含まれた 

評 価 損 益 

運用目的の

金銭の信託 
500 ─ 500 ─ 

 

 

 

 

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託                  （単位：百万円） 

区  分 

２０２４年度末 ２０２５年度第２四半期（上半期）末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

 差 益 差 損 
 

差 益 差 損 

満 期 保 有 目 的 の 

金 銭 の 信 託 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

責任準備金対応の 

金 銭 の 信 託 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

その他の金銭の信託 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
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４.中間貸借対照表 

  

（単位：百万円）

2024年度 2025年度

期別　　 要約貸借対照表 中間会計期間末

　科目 （2025年3月31日現在） （2025年9月30日現在）

金　額 金　額

12,414 10,395

500 500

52,702 58,644

（ う ち 国 債 ） （ 24,434 ） （ 30,347 ）

（ う ち 地 方 債 ） （ 5,181 ） （ 5,156 ）

（ う ち 社 債 ） （ 17,017 ） （ 17,028 ）

（ う ち 株 式 ） （ 0 ） （ 0 ）

（ う ち 外 国 証 券 ） （ 1,508 ） （ 1,508 ）

（ う ち そ の 他 の 証 券 ） （ 4,560 ） （ 4,603 ）

3,847 3,499

1,254 1,232

2 3

1,348 1,462

21 9

△2 △3

72,089 75,743

56,553 59,890

支 払 備 金 543 558

責 任 準 備 金 56,009 59,332

110 87

815 777

未 払 法 人 税 等 159 121

そ の 他 の 負 債 656 656

27 27

22 22

47 53

57,576 60,858

10,000 10,000

4,160 4,502

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,160 4,502

繰 越 利 益 剰 余 金 4,160 4,502

14,160 14,502

351 382

351 382

14,512 14,885

72,089 75,743

貸 倒 引 当 金

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

利 益 剰 余 金

資 産 の 部 合 計

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 借

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の部 合計
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

1.  会計方針に関する事項 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（現金及び預貯金のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有
価証券を含む）の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証
券については、９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法、ただし市場価格のない株式

等については移動平均法による原価法）によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純
資産直入法により処理しております。 

(2)有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却は定率法によっております。ただし、建物及び 2016 年４月１日以降に取得した建物附属
設備については定額法によっております。 

(3)無形固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産の減価償却は定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（5 年）に基づく定額法により償却しております。 

(4)引当金の計上方法 

①貸倒引当金 

  債権等の貸倒による損失に備えるため、一般貸付金について経営上用いている合理的な貸倒見積額を計上して
おります。また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

②退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、簡便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）を適用しており 

ます。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち、当中間期末において発生したと認められる額を
計上しております。 

(5)価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

(6)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し、５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに
ついては、発生年度に費用処理しております。 

(7)責任準備金の積立方法 

  責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険積立金については次の方法により計算し 

  ております。 

  ・標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 

 

 

2.  主な金融資産にかかる中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次のとおりであります。 

なお、現金及び預貯金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

（単位：百万円） 

 中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 金銭の信託 

 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   その他有価証券 

500 

58,644 

54,032 

4,611 

500 

47,957 

43,345 

4,611 

― 

△10,686 

△10,686 

― 

    非上場株式等の市場価格のない株式等については、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間期末における貸借対照表価額は、0 百万円であります。 
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3.  主な金融商品の時価の内訳等に関する事項は、次のとおりであります。 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類してお

ります。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産 

（単位：百万円）     

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 ― 4,603 8 4,611 

その他有価証券 ― 4,603 8 4,611 

国債・地方債等 ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― 

株式 ― ― ― ― 

その他 ― 4,603 8 4,611 

資産計 ― 4,603 8 4,611 

 

(2) 時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産 

（単位：百万円）     

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券 24,816 18,529 ― 43,345 

満期保有目的の債券 24,816 18,529 ― 43,345 

国債・地方債等 24,816 3,626 ― 28,442 

社債 ― 13,487 ― 13,487 

その他 ― 1,415 ― 1,415 

資産計 24,816 18,529 ― 43,345 

 

(3) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券(預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第 10 号)に基づく有価証券とし

て取扱うもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む) 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1 の時価に分類しており
ます。主に国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル 2 

の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。算定にあたり重要な観察できないインプットを
用いている場合には、レベル 3 の時価に分類しております。 

 

(4)  時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報 

①重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

第三者から入手した価格を調整せずに使用しているため、記載を省略しております。 

 

②期首残高から中間期末残高への調整表、当中間期の損益に認識した評価損益 

（単位：百万円）            

 有価証券  

合計 その他有価証券 

その他 

期首残高 8 8 

当中間期の損益又はその他の包括利益   

損益に計上(*1) 0 0 

その他有価証券評価差額に計上 △0 △0 

購入、売却、発行及び決済   

決済   

中間期末残高 8 8 

(*1)中間損益計算書の「資産運用収益」及び「資産運用費用」に含まれております。 

 

③重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

第三者から入手した価格を調整せずに使用しているため、記載を省略しております。 
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4. 当中間会計期間末における賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額、時価は、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円）                                                                                                     

中間貸借対照表計上額 
当中間期末の時価 

当期首残高 当中間期増減額 当中間期末残高 

3,824 △346 3,478 5,563 

   （注） 1 中間貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

       2 当中間期末の時価は、土地については基本的に不動産鑑定士による鑑定評価額によりますが、一部不動産に

関して地価公示法第６条に規定する標準地に合理的な調整を行って算定しております。建物については取得
原価から減価償却累計額を控除した金額によっております。 

 

5. 当社は本社オフィス等の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しておりま 

  す。しかし、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが
できないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

6. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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５.中間損益計算書 

 
（単位：百万円）

2024年度
中間会計期間

2024年4月1日から
2024年9月30日まで

金　　額

2025年度
中間会計期間

2025年4月1日から
2025年9月30日まで

金　　額

7,824 8,397

7,211 7,704

7,211 7,704

589 677

561 637

預 貯 金 利 息 2 6

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 314 391

不 動 産 賃 貸 料 244 238

9 13

0 ―

18 27

22 15

13 10

9 4

7,347 8,087

2,418 2,651

1,635 1,779

105 100

676 769

0 0

3,183 3,337

48 14

3,135 3,322

184 182

0 0

41 40

142 141

1,353 1,619

207 298

14 17

133 160

56 117

2 2

477 310

― 177

― 177

5 6

5 6

471 481

135 139

135 139

335 342

科　　　　　　　目

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

資 産 運 用 収 益

保 険 金

そ の 他 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

経 常 費 用

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 運 用 収 益

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

有 価 証 券 償 還 益

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

賃 貸 用不 動 産 等減 価 償 却費

そ の 他 運 用 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他

特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益

法 人 税 等

中 間 純 利 益

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

法 人 税 及 び 住 民 税

支 払 利 息

事 業 費
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注記事項 

（中間損益計算書関係） 

 
1． １株当たり中間純利益の金額は 1,710 円 94銭であります。 
2.  中間会計期間における税金費用につきましては、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税等及び 

住民税」に含めて表示しております。 
3.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております 
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６.中間株主資本等変動計算書 

 

 
 

 

 

 

  

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

2024年度
中間会計期間

利益剰余金

〔
2024年4月1日から

2024年9月30日まで 〕 資本金
その他利益

剰余金
株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

繰越利益
剰余金

10,000 ― 3,726 3,726 13,726 304 304 14,030

― ― 335 335 335 ― ― 335

― ― ― ― ― 19 19 19

― ― 335 335 335 19 19 355

10,000 ― 4,061 4,061 14,061 324 324 14,385

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

2025年度
中間会計期間

利益剰余金

〔
2025年4月1日から

2025年9月30日まで 〕 資本金
その他利益

剰余金
株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

繰越利益
剰余金

10,000 ― 4,160 4,160 14,160 351 351 14,512

― ― 342 342 342 ― ― 342

― ― ― ― ― 30 30 30

― ― 342 342 342 30 30 372

10,000 ― 4,502 4,502 14,502 382 382 14,885

注記事項

（株主資本等変動計算書関係）

　　　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：千株）

当期首 当中間期 当中間期 当中間期末
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式
普通株式 200 ― ― 200

合計 200 ― ― 200

　　　２．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

当 中 間 期 末 残 高

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
中 間 変 動 額 （ 純 額 ）

当 中 間 期 変 動 額 合 計

当 中 間 期 末 残 高

純資産合計

利益準備金
利益剰余金

合計

当 期 首 残 高

当 中 間 期 変 動 額

中 間 純 利 益

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
中 間 変 動 額 （ 純 額 ）

当 中 間 期 変 動 額 合 計

中 間 純 利 益

純資産合計

利益準備金
利益剰余金

合計

当 期 首 残 高

当 中 間 期 変 動 額
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

 

（単位：百万円）

2024年度 2025年度

中間会計期間
2024年4月1日から

2024年９月30日まで

中間会計期間
2025年4月1日から

2025年９月30日まで

金　　　額 金　　　額

　基 礎 利 益　　　　　　　　　　A 498 326

　キャピタル収益 9 13

金銭の信託運用益 9 13

売買目的有価証券運用益 ― ―

有価証券売却益 ― ―

金融派生商品収益 ― ―

為替差益 ― ―

その他キャピタル収益 ― ―

　キャピタル費用 ― ―

金銭の信託運用損 ― ―

売買目的有価証券運用損 ― ―

有価証券売却損 ― ―

有価証券評価損 ― ―

金融派生商品費用 ― ―

為替差損 ― ―

その他キャピタル費用 ― ―

　キャピタル損益　　　　　　　　　B 9 13

　キャピタル損益含み基礎利益A＋B 508 340

　臨時収益 ― ―

再保険収入 ― ―

危険準備金戻入額 ― ―

個別貸倒引当金戻入額 ― ―

その他臨時収益 ― ―

　臨時費用 30 29

再保険料 ― ―

危険準備金繰入額 29 29

個別貸倒引当金繰入額 0 0

特定海外債権引当勘定繰入額 ― ―

貸付金償却 ― ―

その他臨時費用 ― ―

　臨時損益　　　　　　　　　　　　　C △30 △29

　経常利益　　　　　　　　A＋B＋C 477 310
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８．保険業法に基づく債権の状況 

（単位：百万円、％） 

区    分 ２０２４年度末 

2025年度 

第２四半期 

（上半期）末 

 

 
 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － － 

 危険債権 － － 

 三月以上延滞債権 － － 

 貸付条件緩和債権 － － 

小計 － － 

（対合計比） （   －  ） （  －  ） 

正常債権 － － 

合計 － － 

 

（注） １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ

た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。（注１に掲げる債権を除く。） 

３．三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。（

注１及び２に掲げる債権を除く。） 

４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（注１から３に掲げる債

権を除く。） 

５．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から４までに掲げる債権以

外のものに区分される債権です。 
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９．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 ２０２４年度末 

２０２５年度 

第２四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 21,201 21,636 

 
（相）基金等 

（株）資本金等（外国保険会社等は供託金等） 
14,160 14,502 

 価格変動準備金 47 53 

 危険準備金 316 345 

 一般貸倒引当金 ― ― 

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益

（税効果控除前））×９０％（マイナスの場合１００％） 
439 478 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 1,933 1,739 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 2,685 2,766 

 負債性資本調達手段等 ― ― 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手

段等のうち、マージンに算入されない額 
― ― 

 持込資本金等 ― ― 

 控除項目 ― ― 

 その他 1,617 1,750 

リスクの合計額  

4

2
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2
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1,350 1,326 

 保険リスク相当額        Ｒ1 235 253 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 3 3 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 3 3 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 ― ― 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 1,294 1,267 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 30 30 

ソルベンシー・マージン比率 

     （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

3,139.5％ 3,262.0％ 

 

（注）上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条、第１９０条及び平成８年大蔵省

告示第５０号の規定に基づいて算出しています。 

 

１０．特別勘定の状況  

該当事項がないため記載を省略しております。 

 

１１．保険会社及びその子会社等の状況 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 
 

×１００ 


